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太陽コンサルタンツ株式会社は､(杜)海外農業開発コンサルタンツ協会(ADCA)の補助

金を受け､平成15年11月7日から11月20日までの14日間にわたり､ペナン国､ウエメ川

流域の農業開発､及び水資源開発に係わるプロジェクトファインディング調査を実施した｡本

報告書はこのプロジェクトファインディング調査結果を取りまとめたものである｡

ペナン国において農業部門は主産業とされており､主にトウモロコシ､ミレット､コメなど

穀物が生産されている｡1995年の大規模な農地開墾以降､その生産量は伸びているものの､

その生産性は不安定であり､国内需要を満たすまでには至っていない｡最近においても平均し

て海外から約10万tのコメを輸入しており､輸入米が国内需要の66%を占めているのが現状

である｡

調査対象地域は､首都ポルトノボの近郊に位置し､Zagnanado郡からSeme-Kpodji郡大西

洋岸までの南北100km､東西30kmに及ぶ｡本地域は豊富な雨量と肥沃な沖積平野に恵まれ

ており､農業の潜在的な開発可能性は高い｡しかし､ほとんどの農家はウエメ川洪水変動を利

用した伝統的な農業を行っており､洪水のコントロールが難しいこと､排水の問題等からその

生産性は不安定なままである｡

このような状況を改善すべく､本地域において過去プロジェクトが実施されているが､ドナ

ー撤退後の運営管理体制の不備などから現在ではそのほとんどが機能していない｡

ペナン政府並びに農業畜産水産省は我が国に対し､これらの状況を改善し､貧困の削減､食

料の安定的確保､環境の保全を目的とする持続可能な総合的な地域整備に対し､政府開発援助

による協力を求めている｡

このため､本プロジェクトでは､対象地域における経済･社会･自然状況を分析すると同時

に､ウエメ川の豊富な水資源､および自然資源を有効利用し､かつ地域住民の自立発展につな

がる農業水資源開発マスタープランを策定することを目的とする｡

最後に､本調査に際しご協力いただいた農業畜産水産省･農業土木局をはじめとする､関係

機関の関係者各位に対し深甚の謝意を表する次第である｡

平成15年11月

調査団団長 岩本 彰



アフリカ大陸

ペナン四

■i ペナン国
心

わ..

8リー■l付▲f▲SO

簿諾£諾ご
P【HD〟

仙Ⅶ○帆仙

モ
Q

T0110

トーゴ

QH▲■▲

ガーナ⊥きたふ
し/oJra;

㌔
+ム細

れ〉9d

れ壬対l地境

○ ら0 110何事

声===芦=ヒr■
○ 純‾■御■■-

付l¢亡れ

-ル

Ⅵ■ ¶0

●ka爪d

也･

舶紬叫ぜ
l‾

.Dj叫耶u
Pa柑kDu■-

空:9

芹■を.
恕

βJpわー‾¢r
与†

■lQ【七IA

ナイジェリア

ろぬ

棚【

書林:ポルトノボ

亡Oj_ヂ♪

βさn`斤:



ベタ増クエメ〝下凍成長棚穿マスタープラ戯

農業牧畜水産省

農業土木局

｢■】‾-

二心■敵,+__盤

CAmER事務所

氾濫原の様子



氾濫原の様子2

中国のプロジェクトが作った乾燥場

中国から提供された機材
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1.計画の背景､軽柵

卜1自然条件

ペナン共和国は西アフリカに位置し､西はトーゴ､東はナイジェリア､北はプルキナ･ファ

ソとニジェールに国境を接している｡国土面積は112,622kmO(日本の0.3倍)であり､国土は

東西80km､南北670kmの長方形である｡

地理的には北西部のアタコラ山地

(海抜750m)を除けば平地であるが､

その細長い形状であるため､南北で自

然は大きく異なる｡ギニア湾に面した

南部は高温多湿の熱帯雨林気候で､1

年を通じて3月～7月と9月～11月

の2 回雨季がある｡年間降水量は

1,500mmであり､気温は20～34℃で

あるため､人口の65%以上が暮らし

ている｡気候は北部に向かうほど乾燥

が進み､中部はサバナ気候である｡北

部は乾燥気候で､5～9月が雨季であ

る｡年間降水量は400～800mm､気

温は8～42℃であり､季節および昼夜
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の変化が激しい｡12月～3月にはハルマッタンという乾燥した熱風が北方のサハラ砂漠から吹

きつける｡

水系は北西部の高原を境に､北部のニジェール川水系と､国土を南北に貫流するクエメ川水

系に分けられる｡ウエメ川中下流域では農耕可能な湿地帯が広がっている｡南部においては､

キャッサバ､トウモロコシが栽培されている｡輸出作物として､アブラヤシ､ココヤシが貴重

な収入源となっている｡また､中北部では主にコメ､ヤムイモ､落花生が栽培されている｡

卜2 社会条件

人口は627,2万人(2001年)であり､その約半数は沿岸部に集中している｡民族構成はフォン族､

ヨルバ族､アジャ族､バリタ族など計46部族が存在する｡宗教は伝統的宗教(65%)､キリスト

教(20%)､イスラム教(15%)である｡

国内政治は､ケレク大統領主導の下､1974年マルクス･レーニン主義が導入されたが､1989

年の東欧の激動や経済状況の悪化により放棄｡代わって大統領となったソグロ政権において､

1991年頃から民主化が本格的に進み､最高裁判所･社会経済評議会･報道監視委員会などが設置

される｡199占年ケレク氏が再び大統領として選出されるも､99年の国民議会選挙ではソグロ前

大統額率いるペナン再生党が第一党となった｡



経済面では､主要産業は農業(綿花､パームオイル､コーヒー)が商品作物として栽培されて

おり､サービス業(港湾業)も行われている｡一人当たりのGNIは380ドル(2001年)｡GNIの34%

(1995年)を農業が占めており､食糧の供給は安定している｡貿易部門がGDPの糾%(1995年)と

重要な位置を占めており､これは国際港の役割に負うところが大きいと言える｡

1980年代､貿易赤字や累積債務などの増大により同国の財政状況が破綻した｡それを立て直

すために､1989年7月から3年間に渡って世銀･MFの支援を受けて､第一次構造調整計画が実

施された｡同計画においては銀行システムの再編･財政改革･公企業改革･農業改革が行われた｡

その後､再び1992年から3年間に渡って第二次構造調整計画が実施され､1996年2月にも第三次

構造調整計画が発効された｡援助国･機関は同国の経済改革努力を非常に高く評価している｡

最近の経済成長率は5.2%(2000年/01年)である｡

1-3 農業

ペナン国における農業はGNPの34%(1995年)を占める｡国土の約20%が耕作面積で､主

に食用作物を栽培している｡国民の53%が農業に従事しており､mOデータ(2001年)による

と同国は15万9000トンの穀物を生産し､その農業成長率は世界157ケ国中5位を誇ってい

る｡主要な農作物はトウモロコシ､ミレット､コメ､キャッサバ､ヤムイモ､豆類などである｡

1995年には480万haの耕作可能な土地に対して､約100万haの土地が開墾された｡これに

よって1995年以降の農産物生産量が急激に増加することにつながった｡

表1ペナン国における農産物生産量の推移

生産量(トン)

1991 1995 1999 2003

コメ 10,282 17,219 34,040 66,000

トウモロコシ 431,004 576.425 782,974 750,000

ミレツト 27,031 22.059 29,519 41,000

ソルガム 115.055 117,20 126,440 160,000

キャッサバ 1,046,448 1,237,846 2,112,960 2,300,000

サトウキビ 25,500 16.14 43,500 58,00

ヤムイモ 1,177,541 1,285,858 1,647,010 1,750,000

綿 177,123 328,227 375,586 490,000

豆(乾燥) 55,163 56,648 74,237 100,4t∋

馬鈴薯 0 32 55 55

サツマイモ 32,104 49,440 68,847 70,000

野菜類 220,209 266,366 340,207 376,000

果物類 181,000 185,60 221,440 230,000

資料:FAOSTAT



コメ以外で栽培される主要作物は南部と北部では異なる｡

年間を通して比較的降雨量

の多い南部では主要作物で

あるキャッサバ､トウモロコ

シが海岸沿いで栽培され､続

いてヤムイモ､落花生､イン

ゲンマメが栽培されている｡

一方､乾季と雨季の差がは

っきりと分かれている北部

ではミレット､ソルガム､ヤ

ムイモなどが作付けられて

いる｡それぞれの播種期と収

穫期は｢囲2 ペナン国での

作物カレンダー+のとおり｡
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国2 ペナン国での作物カレンダー

北部では雨季である各月～7月にかけてコメ､ミレット､ソルガムの播種が集中的に行われ

るのに対し､南部では3月～4月に第1回目のトウモロコシ､4月～7月にかけてコメ､続け

て8月～9月には第2回目のトウモロコシの種まきが行われる｡このように南部では年間を通

して農業が行われる傾向がある｡

輸出作物としては綿､パームオイルがある｡綿は北部地域で栽培され､パームオイルは南

部で栽培されている｡ペナン国の輸出は農産物に依存しているのが現状であり､とりわけ締が

最大の輸出産品となっている｡総輸出額に占める綿の割合は70%～80%に及ぶ｡

表3 ペナン国におけるパームオイル､紬の冶出状況

♯出l(トン) 特出囁(首万USドル)

1991 19g5 1999 2002 l争01 1995 1999 2002

パームオイル 1.135 9.0 川.5 15.000 4丁 4,0 8.00 9.0

綿 43.30 98.80 1¢2.8g 川谷,4 73.00 1了3.00 188,87 12丁,30

兼料:FAOSTAT



稲作は同国の農産物のうち､特別な位置を占めており､1960年以来､コメの消費量に応じ

てコメの生産量は急速に伸びてきている｡1961年～1970年(10年間)のコメ平均生産量は

1,685tであったものが､2001年～2003年(最近3年間)では62,354tと約37倍に伸びている｡

コメの平均生産量の推移(批)

1961～1970(10年間) 1,685.5
過去10

年比

1971～1980(10年間) 10,821.5 6.4倍

1981～1990(10年間) 8,317.3 0,8倍

1991～2∝)0(10年間) 22,952.9 2.6倍

2001～2003(3年間) 62,354.0 2.7倍

参考:FAOSTAT

このように米の生産量は増加して

いるものの､その生産量はペナン国内

自給を満たすには至っていない｡その

ため同国は不足分の米､コムギなどの

主食となる穀物を海外から輸入して

いる｡1993年をピークにその輸入量は

減少してきてはいるものの､2000年以

降の輸入量は徐々に増加している(図

4参照)｡コメの主な輸入先はタイ､パ

キスタン､ベトナム､中国､インドネ

シアである｡
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表41作物輪入lの推移

輸入l(トン)

1991 1995 19g9 2002

コムギ 49.23了 21,78 13.321 19.70

小麦粉 28,80 19.55 29.52 27,397

コメ(mill8d) 180,40 173.丁31 72.2丁9 103.39

コメ(broken) 8.875 40 20.78

トウモロコシ 2.¢07 1,50 493 2.439

実科:FAOSTAT
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2.計画地域の概要

クエメ川下流域においては､恵まれた降水

量と肥沃な沖積土壌により､農業の潜在的開

発P+盲E性は極のて大きい｡

下流域の気候は､主に雨季と乾季に大別さ

れ､さらに雨季は8月のドライスペルを挟み､

2期に分かれ､3月～7月の第1雨季､9月～

11月の第2雨季から構成される｡乾季は残

りの12月～3月までであるが､雨季を通し

ての年間降水量は約1,500mに達する｡クエ

メ川下流域の流出量は第1雨季後半の7月か

ら増大し､9月にピークに達し11月には減

衰する傾向を示す｡

氾濫原の様子

轡些

このような気象･水文集件を反映し､クエメ川下流域では､トウモロコシ､ソルガム､コ

メ､綿花､甘藷､ヤムイモ､キャッサバ､豆類､落花生の他､トマト､オクラ等の野菜類等々､

多様な作物が栽培されている｡このうち､米は主にウニメ川氾濫原の縁辺部において､ウエメ

川洪水の季節的変動を利用した伝統的な栽培法で育てられている｡すなわち､11月に洪水位

が低下し､氾濫原の洪水が引くとともに､土壌に蓄えられた水分と養分を活用して播種を行い

2月から3月に収穫する栽培によって耕作されている｡また､水利条件の良い圃場では､洪水

を溜池に貯留し､小規模な濯漑を実施している地区もあり､このような圃場では2期作が可能

となっている｡

本調査予地はクエメ川下流域の13行政区(So-Ava,Z□,Asjarra,Adjohoun,Agu]即□,

肱p.｡-Miniss□rOt口,A,rank｡｡,B｡n｡｡,Dangbo,Porto-Novo,SD山一kapodji,Oui血i,

Zagnanado)で､人口は約90万人である｡これはペナン国の総人口の約15%となる｡



3.計画概要

3-1飼査の必要性

a)調査対象地城の現況

調査対策地域はクエメ川下流域をカバーするもので､弘田弧do郡からSeme-Kpo句i

郡大西洋岸までの南北100km､東西30kmに及ぶ｡

この地域はウエメ川を中心に13行政地区が関連する｡同河川流域においては農業

水資源開発の潜在性の高さを活かすためのマスタープラン調査は行われておらず､ま

た下流域を対象とする恒久的な発展に資するパイロットプロジェクトも皆無である｡

過去において実施された国内財源による事業もあるが､それらは有効的な成果を上げ

ていない｡

b)稗益住民

碑益住民はウエメ川下流域の13行政地区の人口24,000人､全人口の15.4%にあ

たる｡この人口は基本的に農民や漁民で構成されており､彼らの所得は低く貧困から

抜け出せない状況である｡本農業水資源開発マスタープランの作成から軽奏されるパ

イロットプロジェクトは貧困層の住民にとっては生活改善の機会を提供するもので

ある｡

¢)よ兼改善の必要性

既述のように､ウエメ川下流域にお

いては降水量と肥沃な沖積土壌に恵ま

れており､農業の潜在的開発可能性は

非常に高い｡その恵まれた気象･水文

集件を反映し､クエメ川下流域では､

トウモロコシ､ソルガム､コメ､綿花､

甘藷､ヤムイモ､キャッサバ､豆類､

落花生の他､トマト､オクラ等の野菜

類等々､多様な作物が栽培されている｡

コメはウエメ川洪水の季節的変動を利用した伝統的な栽培法で栽培されている｡しか

しながら､氾濫原のほとんどの地域では､洪水のコントロールが困難であり､排水に

閉居があり､その生産性は極めて不安定である｡

過去において中華人民共和国が氾濫原縁辺部を対象に､複数の稲作協力事業を実施

しているが､現在､中国側は全ての事業から撤退し､その運営は農民の手に移譲され

ている｡しかし､一部ペナン政府により更新事業が実施された事業があるものの､現

在ではそのほとんどが機能していない｡

現在､農村開発についてFAOの財源により､ベトナムの専門家が派遣されており､

技術協力事業が実施中である｡



コメを除く畑作物は､洪水の影響

が少ない台地部と台地から氾濫原の

間の傾斜地で栽培され､主に天水に

よる栽培が中心である｡

栽培作物毎に､農民グループが組

織され､協同で収穫後処理等の作業

を実施しているものの､出荷は仲買

人に買い付けによるところが多く､

庭先価格で取引されており､農民の

生計向上を図るため､市場･流通サ

ービスの提供が急務である｡

クエメ川下流域においては旺RICA米の栽培は顕著ではないものの､氾濫原の季節的

な水位変動を利用した伝統的な水稲栽培に加え､湧水等の利用が可能で比較的水利条

件の良好な台地と氾濫原に挟まれた傾斜地における陸稲栽培の普及についても有効な

開発であることが思料されるため､今後の陀RICA米の普及についても検討することが

重要である｡

3-2 計画の日的

本調査の目的はクエメ川下流域の農業水資源開発の実現を目指すものである｡今後10年間

の最優先課題である本マスタープラン調査の内容を以下に記す｡

一 対象地域の一般調査分析(気候､水理､農業､土壌､社会経済､人口その他)｡

一 対象流域の開発の有利点及び制約条件の分析｡

一 過去の経験を考慮に入れた農業水資源開発マスタープランの策定｡

一 環境におよぽす影響調査｡

一 各行政地区において潅漑農業､養殖漁業､ミニ飲料水､河川交通､水力発電ダム建設､

もしくは濯漑農業用ダム建設などのパイロットプロジェクトのF/S調査｡これらすべ

ては経済及び技術的分析により発案されるものである｡

3-3 針画の内容

調査は2フェーズにて実施される｡

フェーズⅠ:資料収集､現況調査を踏まえた開発計画案の策定

フェーズⅡ:開発計画案に基づいたパイロットプロジェクトの実施及び開発計画の策定

各フェーズでの調査は以下の内容を想定している｡

フェーズⅠ

･気候､水理､人口､社会経済など基本的事項に関する資料収集

･現況調査:土地利用､地形･地質､既存プロジェクトなどの調査

･社会経済調査

･農業関連訴査:潅漑･排水､営農状況等の調査



･水資源調査:地下水､表流水の利用状況調査

･初期環境影響調査

･漁業関連調査:伝統的漁業の実施状況調査

･開発計画案の策定

･水資源調査

･農業基盤調査:農業基盤整備が必要な場合その基本方針策定調査

フェーズⅢ

･パイロットプロジェクトの実施

･補足調査の実施

･管理･運営体制に関する調査:パイロットプロジェクトにおける住民組織の確立及びそ

の活動方法の提案

尚､パイロットプロジェクト実施時には適宜､中間評価を行い､その結果は調査終了時に策定

される開発計画に反映される｡

3-4 実施機関

本件調査の実施は地方開発省(Ministere du Developpement Rural)農業土木局(Direction

duGenieRural)とする｡その組織図を事項に示す｡

また､各部署の仏文は以下の通り｡

DlVl
Divisiondel'lnspectionetdela

∨色rificationlnterne
DC DirecteurdeCabinet

SGM Secr岳tariatG岳∩台ralduMinistere SP Secr色taireParticuliere

DAC DirecteurAdjointduCabinet CTAA
Conseillerl七chniqueal'Alimentation

etal'Ag｢iculture

CTROP

ConseillerTechniqueala

RechercheetauxOr9anisations

Paysanes

CTPED
Conseillerl七ChniquealaPromotion

del'Eleva9eetdelaP台che

DPP
DirectiondelaP｢0!】｢ammationetde

laProspective
DA Directiondel'Administration

SA Sec伯tariatAdministrative SBC SeⅣiceBudgetetComptabilit卓

SRH SenパceRessourcesHumaines CENAGREF
CentreNationaldeGestiondes

R岳sen/eSdeFaune

CARDER
Centre d■Action R勾10nat POUrle SONAPRA

Soci色始Nationalepou=aPromotion

D岳vetoppementRu｢al Agricole

ONS
OfficeNationaIdeStabilisationdes

ONASA
Office National de S岳curite

PrixdesProduitsAgricoles Alimentaire

ONAB OfficeNationalduBois lNRAB
lnstitutNationatde Recherche

AgricoleduB岳nin

DGR Di｢ectionduG台nieRural DAGRl Directiondel'Ag Cu托ure

DP DirectiondesP合ches DANA
Directiondel'Al

NutritionAppliqu

mentationetde】a

e

DPLR
Di｢ection dela Promotion de ね

DPQC
Direction dela P｢omotion dela

L岳gislationRurale Quali帖etduConditionnement

DIFOV

DirectiondelaFormation

Opかationne=eetdelaVulga｢isation

Agricole

DFRN
DirectiondelaFor色tetdes

RessourcesNaturelles



0｢ga[lg｢ammeActuelduMi【isteredel-Ag｢iculturedel■ElevageetdelaP如he

Mi[istre

Dl〉l SP

C S

DPP

D M

DA
DA C

DGR CENAGREF
CTAA CT ROP CTPEP

DAGRl

DE

DP

DANA

DPLR

DPQC

DIFOV

DFRN

CARDER

SONAPRA

ONS

ONASA

ONAB

lNRAB



Ⅱ.総 合 所 見
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クエメ川下流域はその豊富な水資源などから農業開発のポテンシャルは非常に高い｡しかし､

現在まで有効な開発は行われていない｡その理由として､ペナン国政府の資金不足､及び住民

を巻き込んだ維持管理体制の不備などが考えられる｡このため､本調査では住民参加型での開

発計画策定を念頭にし､農業牧畜水産省､地方政府及び地域住民を巻き込んだ形での業務実施

が必要である｡

特に､農業牧畜水産省の管轄において､地域開発の計画､実施を担う機関として設立された

CARpER(Centred,ActionRegionalepourleDeveloppementRural:農村地域開発センター)は各州

に事務書を設け､その職員は普及員としての役割も果たしており､彼らと本事業を実施する事

が事業の円滑な実施につながると考える｡

上記留意事項を踏まえ､本事業を実施することはペナン国の食料自給を達成する一助となる

ことから､本件を我が国の技術協力で実施する妥当性は高いと判断できる｡
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添 付 資 料

A-1調査日程

遡査国貞.

岩本

長井

程彰

(団長､太陽コンサルタンツ株式会社､海外事業本部 本部長)

宏治(団員､太陽コンサルタンツ株式会社､海外事業本部 企画営業部)

1. 11月 07日(金) 移動(東京一バンコク)

2. 08日(土) 移動(バンコクーパリ)

3. 09日(日) 移動(バリーアビジャン)

4. 10日(月)
日本大使館､JICA事務所表敬

午後移動(アビジャン→コトヌ)

5. 11日(火) 農業開発省･農業土木局との打ち合わせ

6. 12日(水)
移動(コトヌーウエメ)

現地調査

7. 13日(木) 現地調査

8. 14日(金)
現地調査

移動(ウエメーコトヌ)

9. 15日(土) 資料整理

10. 16日(日) TOR作成

11. 17日(月)
午前農業開発省打ち合わせ

午後移動(コトヌーアビジャン)

12. 18日(火) 移動(アビジャン→パリ)

13. 19日(水) 移動(バリーバンコク)

14. 20日(木) 移動(バンコクー東京)
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A－2　面会者リスト

MAEP

Directon Genie Rural

M.Alexandra TCHOUGOUROU:

M.TOUNOUZWAAlbert :

M.OUSSA Calixte
D irection de la Programmation et de la Prospective

Directeur

Chef du Service de Amenagements HydroAgricultures

M.ADANMAYISossou Justin

M.Jean Baptiste DEGBEY

CARDER

M.COVI C. Celestin

M.Frank Tekloka :

M.ADANGO Etienne :

M.Olivier V1GAN:

M.Soussou Pamphile :

M.GABAGUIDI Cossi :

Autres Autorites

M.Ahlonsou Epidhane

M.AD1SSO Pierre

M.CoffiM.RANDOLPH

Melle Fidelia Sacrelle AKPLO

MdmSASAKI Mikiko

M.Mohamadou Ly
D r. Failiou A. Akadiri

Directeur

Collaborateur Service des Projets et Cooperation Techinique

Directeur -CARDEROUEME-

Directeur de Amenagement et Equipement Genie Rural

-CARDER OUEME-

TSTAC, -CARDER Adjahoun-

Directeur Programmation Suivi- Evaluation

-CARDER ZOU-

Directeur de 1'Amenagementr et del'Equipment Rural
-CARDER ZOU-

Chef Servide Appui aux Travaux et Control Technique
-CARDER ZOU-

ASECNA, Ingenieur Meteorologigue

Directon Hydorolique, Chef, Service Hydrologie

Directeur Asie et Oceanic, MAEIA

Direction Asie et Oceanic, MAEIA

PNUD, Representant Resident Adjoint

Represantant, FAO-BENIN

Assistande du Represantant, FAO-BENIN
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日本人関係者

富富田晋司

実

徹

山　　冨

外1

2

3

在コートジボワール日本国大使館 一等書記官

在コートジボワール日本国大使館 一等書記官

JICAコートジボワール事務所 事務所長

A-3 収集資料リスト

･ EtudeSurlesConditiondeViedesMeanagesRuraux

● LoiCadre

･ GuideGeneraldeRealisationd'uneEtudeImpactsurl'Environnemnt

･ StrategiesSusuSectorielles

･ RapportAnnueld'ActivitescaderZou/Collines

･AnnuelHydrologlqueS

･ PlanStrategiqueOperationnel
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